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指
定
管
理
者
制
度
に
つ
い
て
は
、引
き
続
き
、

導
入
可
能
施
設
を
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
の
管
理
運
用
実
績
や
指
定
管
理
者

か
ら
の
意
見
等
を
踏
ま
え
、よ
り
効
果
的
な
制

度
運
用
を
図
り
ま
す
。

　

公
共
施
設
の
老
朽
化
対
策
に
つ
い
て
は
、平

成
29
年
3
月
に
策
定
し
た「
豊
山
町
公
共
施
設

等
総
合
管
理
計
画
」に
基
づ
き
、公
共
施
設
等
の

建
替
え
や
長
寿
命
化
を
計
画
的
に
行
い
、財
政

負
担
の
軽
減
や
平
準
化
を
図
り
ま
す
。

　

今
後
、公
共
施
設
等
の
老
朽
化
に
伴
う
投
資

的
経
費
や
高
齢
社
会
の
到
来
に
よ
る
社
会
保
障

費
が
増
加
す
る
中
、歳
入
面
に
お
い
て
は
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で
税
収
減
が

見
込
ま
れ
て
お
り
、よ
り
一
層
、厳
し
い
財
政
運

営
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、引
き
続
き
、歳
出
削
減
、自
主
財

源
の
確
保
や
町
税
等
の
収
納
率
向
上
等
に
取
り

組
み
ま
す
。

　

中
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
た
規
律
あ
る
財
政

運
営
を
徹
底
し
、将
来
に
わ
た
っ
て
、健
全
で
持

続
可
能
な
財
政
基
盤
を
確
立
し
ま
す
。

3
地
域
協
働
の
推
進

　
平
成
23
年
度
以
降
、毎
年
度
、テ
ー
マ
を
変
え

て
開
催
し
て
い
る
町
民
討
議
会
議
を
継
続
し
、

町
民
の
町
政
へ
の
関
心
を
高
め
る
と
と
も
に
、

ま
ち
づ
く
り
活
動
へ
の
参
画
意
欲
を
醸
成
し
ま

す
。

　
ま
た
、各
地
域
に
お
け
る
課
題
解
決
を
円
滑

に
進
め
る
た
め
、コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織
の
強
化
を

図
り
ま
す
。

　

組
織
強
化
に
あ
た
っ
て
は
、コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に

関
す
る
意
識
啓
発
や
参
加
誘
導
を
継
続
的
に

実
施
す
る
と
と
も
に
、コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織
の
あ

り
方
に
つ
い
て
も
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

　

地
域
活
動
団
体
等
と
の
連
携
に
お
い
て
は
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
に
対
す
る
活
動
支
援
や
連
携
を
図

り
、町
の
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
各
種
事
業
や

Ｐ
Ｒ
等
を
、官
民
が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
み

ま
す
。

　

大
学
が
有
す
る
専
門
的
な
知
識
を
地
域
づ

く
り
に
活
用
す
る
た
め
、官
学
連
携
協
定
に
基

づ
き
、健
康
づ
く
り
講
座
や
生
涯
学
習
講
座
等

で
大
学
と
の
連
携
事
業
を
継
続
し
ま
す
。

　

そ
の
他
、産
学
官
の
3
者
に
よ
る
連
携
を
推

進
す
る
た
め
、大
学
や
地
元
企
業
等
と
の
情
報

交
換
の
場
を
創
設
し
、新
た
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
形
成
を
図
り
ま
す
。

改
革
項
目　

（
1
）人
材
育
成
と
組
織
の
強
化

（
2
）業
務
等
の
効
率
化

（
3
）地
域
協
働
の
推
進

　
3
つ
の
改
革
の
柱
に
は
、下
記
の
①
か
ら
⑨
に

掲
げ
る
改
革
項
目
を
掲
げ
て
い
ま
す
。
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（1）人材育成と組織の強化

改革項目 主な視点

① 人材育成の推進 方針・計画の見直し、新規採用職員の育成、管理監督職の養成

② 組織の強化 組織の見直し、人材の確保

③ 職員定数・給与の適正管理 職員定数の適正化、給与制度の適正化、人事評価制度の活用

④ 働き方改革の推進 ワーク・ライフ・バランスの実現、いきいきと働くことのできる環境の整備

（2）業務等の効率化

改革項目 主な視点

⑤ 業務の効率化の推進 職員の意識向上、事務・事業の見直し・効率化

⑥ 民間活力の活用 指定管理者制度の評価・検討、民間委託の推進

⑦ 健全な財政運営 公共施設の老朽化対策、歳出の削減、財源の確保、町有財産の適正管理

（3）地域協働の推進

改革項目 主な視点

⑧ 町民主体の組織づくり 地域協働意識の育成

⑨ 地域協働事業の活性化 地域活動団体等との連携


